
告 示

�愛媛県告示第１１２号
平成２９年１２月２０日に農地中間管理機構公益財団法人えひめ農林漁

業振興機構から認可申請のあった農用地利用配分計画を、農地中間

管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８条第１

項の規定に基づき認可した。

平成３０年２月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示
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○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（東予地方局管理課）……５７

○ 開発行為に関する工事の完了……………………………………………………………………………………………………………（中予地方局建築指導課）……５８
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雑 報

○ 平成２９年度行政書士試験合格者の公示………………………………………………………………………………………………………………（私学文書課）……５９

正 誤

○ 平成３０年１月１６日付け第２９４１号愛媛県告示第５４号（道路の供用開始（県道宇和島城辺線））中……………………………………（南予地方局管理課）……６０

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

� 永 正 和 愛媛県松山市八反地
甲１４０番地

愛媛県松山市八反地
甲１１１番１ほか６筆 ４，５０１

� 永 茂 行 愛媛県松山市八反地
甲３１８番地

愛媛県松山市八反地
甲１４５９番１ほか５筆 ５，３００

立 町 仁 志 愛媛県松山市八反地
甲６８番地

愛媛県松山市八反地
甲１５４１番１ほか６筆 ５，５２０

渡 部 勝 三 愛媛県松山市八反地
甲１２６番地

愛媛県松山市八反地
甲２８０番１ほか３筆 ３，７７５

門 田 守 正 愛媛県松山市八反地
甲１３３番地１

愛媛県松山市八反地
甲１００番１ほか９筆 ７，２１０

農事組合法人
八反地営農組合

愛媛県松山市八反地
甲２２８番地１

愛媛県松山市八反地
甲１２８番ほか６筆 ４，５６５

小 林 元 翁 愛媛県松山市由良町
１０８０番地

愛媛県松山市泊町１４
４６番２ほか１４筆 ７，８０６

石 本 幹 郎 愛媛県松山市泊町１４
６４番地

愛媛県松山市泊町１３
９０番１ほか１０筆 ８，４４６

石 本 勝 � 愛媛県松山市泊町１４
６０番地の内第１

愛媛県松山市泊町１４
３６番１４ほか２１筆 １６，７２７

池 本 盛 重 愛媛県松山市由良町
７４４番地２

愛媛県松山市泊町１３
９５番ほか３０筆 ２５，８６８

池 本 雄 � 愛媛県松山市泊町１４
５７番地

愛媛県松山市泊町甲
４６２番１０４ほか９筆 ８，３２６

池 本 修 平
愛媛県松山市高山町
９番６号ｅｔｒａｎ
ｇｅＣ

愛媛県松山市由良町
７０３番１ほか４筆 ８９８

山 内 青 史 愛媛県松山市山西町
８１５番地２

愛媛県松山市泊町１３
８４番１ほか１６筆 ８，７２５

石 本 憲 三 愛媛県松山市泊町１４
６０番地の内第１

愛媛県松山市泊町１３
８７番ほか７１筆 ５３，２７８．４２

小 林 徹 雄 愛媛県松山市由良町
１０８０番地

愛媛県松山市由良町
１０８４番ほか１４筆 １６，０８６．１２

小 池 勝 愛媛県松山市祓川一
丁目１５番１０号

愛媛県松山市泊町１３
８６番１ほか１０筆 ８，４７６

小 池 保 愛媛県松山市泊町１４
６３番地

愛媛県松山市泊町１３
８８番１ほか１６筆 ８，７２６

池 本 � 志 愛媛県松山市由良町
３５番地３

愛媛県松山市門田町
丙１３０番２ほか７筆 １９，１１７

山 内 由 隆 愛媛県松山市由良町
９２２番地

愛媛県松山市由良町
乙１３２番２ほか２筆 ５，９９３

上 田 博 市 愛媛県松山市門田町
７２３番地

愛媛県松山市門田町
丙２３３番７ほか６筆 ５，５１４

橋 本 孝 一 愛媛県松山市三杉町
４番２３号

愛媛県松山市門田町
３７８番ほか４筆 ４，０４７

毎週（火・金）曜日発行 第２９４６号 平成３０年２月２日

平成３０年２月２日金曜日 第２９４６号

愛 媛 県 報

５５
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２ 認可年月日

平成３０年１月２４日

�������
�愛媛県告示第１１３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８８条第１項の規定により、

今治市吉海町南浦、吉海町本庄、宮窪町友浦、宮窪町宮窪、大三島

町宮浦地域に係る県営土地改良事業計画を変更したので、同条第６

項において準用する同法第８７条第５項の規定により、次のとおり土

地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

平成３０年２月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・しまなみ地区）変更計

画書の写し

２ 縦覧期間

平成３０年２月５日から３月５日まで

３ 縦覧場所

今治市役所吉海支所、宮窪支所及び大三島支所

�������
�愛媛県告示第１１４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８８条第１項の規定により、

今治市宮窪町友浦、上浦町盛地域に係る県営土地改良事業計画を変

更したので、同条第６項において準用する同法第８７条第５項の規定

により、次のとおり土地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

平成３０年２月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・しまなみ地区）

変更計画書の写し

２ 縦覧期間

平成３０年２月５日から３月５日まで

３ 縦覧場所

今治市役所宮窪支所及び上浦支所

�愛媛県告示第１１５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成３０年２月２日

愛媛県東予地方局長 � 塚 真 志

�愛媛県告示第１１６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成３０年２月２日

愛媛県東予地方局長 � 塚 真 志

�愛媛県告示第１１７号
地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（平成２６年法律第８３号）附則第１１条又は第１４

福 田 公 一 愛媛県松山市由良町
５６番地１２

愛媛県松山市門田町
丙１６０番４ほか１４筆 １４，９４０

濱 田 忠 弘 愛媛県松山市衣山五
丁目１５６７番地１７

愛媛県松山市由良町
４７６番３ほか２０筆 １６，４８１

福 田 慎 一 愛媛県松山市会津町
３番１１号

愛媛県松山市門田町
７７８番ほか１筆 １，９６３

今 岡 多惠子 愛媛県松山市門田町
４９８番地３

愛媛県松山市由良町
７４９番 ５７５

石 田 六一郎 愛媛県松山市由良町
１５５番地

愛媛県松山市由良町
１００番３ほか２７筆 １２，３７８．７４

小 池 孝 明 愛媛県松山市泊町１４
６０番地

愛媛県松山市泊町１３
８９番２ほか１７筆 １９，３０１

山 内 明 愛媛県松山市由良町
１６６番地１

愛媛県松山市門田町
丙２０１番ほか１０筆 １３，７６８

小 池 肇 愛媛県松山市泊町１４
５５番地

愛媛県松山市泊町１４
４２番ほか４筆 ３，９９９

濱 田 長 昌 愛媛県松山市東垣生
町３８番地２

愛媛県松山市由良町
４９３番１ほか６筆 ６，８５２

向 井 裕 二 愛媛県松山市由良町
１６６番地３

愛媛県松山市門田町
５７８番ほか２４筆 １８，６３１

山 岡 篤 愛媛県松山市泊町１４
５４番地

愛媛県松山市泊町１３
８６番２ほか３１筆 ２８，６５８．３７

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社ＫＥＩＴＡ 訪問介護 スマイル 愛媛県今治市大西町宮脇甲１５７９番地 平成２９年１２月１日 訪問介護

株式会社ＫＥＩＴＡ 訪問入浴介護 スマイル 愛媛県今治市大西町宮脇甲１５７９番地 平成２９年１２月１日 訪問入浴介護

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社ＫＥＩＴＡ 訪問入浴介護 スマイル 愛媛県今治市大西町宮脇甲１５７９番地 平成２９年１２月１日 介護予防訪問入浴
介護

愛 媛 県 報平成３０年２月２日 第２９４６号

５６
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条第２項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第５条の規定（同法附則第１条第３号に掲げる改正規定に限る。）による改

正前の介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成３０年２月２日

愛媛県東予地方局長 � 塚 真 志

�愛媛県告示第１１８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

平成３０年２月２日

愛媛県東予地方局長 � 塚 真 志

�愛媛県告示第１１９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５第２項の規定により、指定介護予防サービス事業者から次のとおり指定介護予防サービ

ス事業を廃止する旨の届出があった。

平成３０年２月２日

愛媛県東予地方局長 � 塚 真 志

�愛媛県告示第１２０号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成３０年２月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社ＫＥＩＴＡ 訪問介護 スマイル 愛媛県今治市大西町宮脇甲１５７９番地 平成２９年１２月１日 介護予防訪問介護

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

有限会社武吉 武吉ホームヘルプサービス西条 愛媛県西条市大町１０１３－５ 平成２９年１２月３１日 訪問介護

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

有限会社武吉 武吉ホームヘルプサービス西条 愛媛県西条市大町１０１３－５ 平成２９年１２月３１日 介護予防訪問介護

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２５）第１６３６０号 平成２５年
８月２９日 竹本板金 竹本 直樹 四国中央市金生町山田井

１６３９－１
平成２９年
１２月４日

大工工事業、左官工事業
石工事業、屋根工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
板金工事業、ガラス工事業
塗装工事業、防水工事業
内装仕上工事業
熱絶縁工事業、建具工事業

建設業の廃止

（般－２８）第１２５号 平成２８年
７月２８日 三島水道工業� 井川 寿仁 四国中央市中曽根町４０４

－３
平成２９年
１２月４日 消防施設工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－２５）第１４１７８号 平成２６年
１月７日 �福田機工 福田 忠也 新居浜市観音原町乙９３－

２７
平成２９年
１２月１１日

管工事業
機械器具設置工事業 建設業の廃止

（般・特－２８）第３８１５号 平成２８年
５月２８日 丸石設備工業� 藤原 勇人 今治市中寺１００８－１ 平成２９年

１２月２７日

土木工事業
機械器具設置工事業
さく井工事業
水道施設工事業
消防施設工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－２８）第４４６６号 平成２９年
２月３日 吉田建工 吉田 秋雄 四国中央市豊岡町大町４７

２－１
平成２９年
１２月２７日

土木工事業
建築工事業
とび・土工工事業

建設業の廃止

（般－２７）第１７６４０号 平成２７年
１２月２８日 �イースト開発 森川 岳都 西条市三津屋東１－５ 平成２９年

１２月２８日

土木工事業
とび・土工工事業
石工事業、鋼構造物工事業
舗装工事業
しゅんせつ工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

愛 媛 県 報平成３０年２月２日 第２９４６号
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公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成３０年２月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県漁業取締船用燃料の購入

� 購入物品名及び数量

軽油（免税・ＪＩＳ Ｋ２２０４ ２号）

約 ５０５，８００リットル

この数量は、過去１年間の購入実績に基づく数量であり、平

成３０年度の納入量を保証するものではない。

� 購入物品の内容等

入札説明書による。

� 納入期間

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで

� 納入場所

松山港及び宇和島港の愛媛県漁業取締船桟橋又は愛媛県が指

定する愛媛県海域

� 入札方法

ア 入札は、愛媛県電子入札システムによる電子入札により行

うこと。ただし、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負等編）

（以下「運用基準」という。）７�又は�の規定により紙入
札による参加承諾を受けた者にあっては、紙入札を行うこと

ができる。

イ 入札金額は、１００リットル当たりの単価で記載すること。

ウ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

なお、契約単価は、入札書に記載された金額を１００で除し、

１リットル当たりの単価とする。

２ 入札に参加する者に必要な資格

�愛媛県告示第１２１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成３０年２月２日

愛媛県中予地方局長 福 井 琴 樹

�愛媛県告示第１２２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３０年２月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１２３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３０年２月２日

愛媛県知事 中 村 時 広

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２９中局建（開）第３６号

平成３０年１月２４日
伊予郡松前町大字出作字南分１９１番７

松山市針田町１８７番地
ジュネス針田Ｂ２０７号
福 富 充
福 富 美 奈

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 滑床松野線 北宇和郡松野町大字目黒２８３３番２

旧 １０．９～２３．２ ０．０３８

新 ２２．４～２５．１ ０．０３８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 滑床松野線 北宇和郡松野町大字目黒２８３３番２ 平成３０年２月２日
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雑 報

知事の審査を受け、平成２９～３１年度の製造の請負等に係る一般

競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の事項

に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に適正かつ確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２１５６

� 入札書の受領期間

電子入札による場合は、平成３０年３月２０日（火）午前９時か

ら同月２２日（木）午後１時５９分まで

紙入札による場合は、平成３０年３月２２日（木）午後１時５９分

まで

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成３０年３月２２日（木）午後２時００分

愛媛県庁舎 総務部会議室（入札室） 本館２階

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条の規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

提出期限：平成３０年３月１５日（木）午後５時００分

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条から

第１５４条までの規定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

ア 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

運用基準７�又は�の規定により紙入札による入札が承諾
された者は、入札書を直接又は郵便（書留郵便に限る。）に

より提出すること。

イ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased： Light

Oil（tax exempted， JIS K２２０４ No．２） approximately

５０５，８００L

� Time limit of tender：１：５９ p．m．，２２March２０１８

� For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Accounting Division，Treasury

Bureau，Ehime Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２１５６

�公 告

平成２９年度行政書士試験合格者の公示について

行政書士法（昭和２６年法律第４号）第４条第１項の規定により愛

媛県知事から一般財団法人行政書士試験研究センターに委任された

行政書士試験の合格者を次のとおり公示する。

平成３０年２月２日

一般財団法人行政書士試験研究センター

理事長 磯 部 力

受験番号 受験番号 受験番号 受験番号

７５１０００４ ７５１００４８ ７５１０１３６ ７５１０２７４

７５１００１４ ７５１００５７ ７５１０１６１ ７５１０２７８

７５１００１５ ７５１００６１ ７５１０１７５ ７５１０２８１

７５１００１６ ７５１００６７ ７５１０１７６ ７５１０２８３

７５１００１７ ７５１００７０ ７５１０１７７ ７５１０２８９

７５１００２１ ７５１００７６ ７５１０１８０ ７５１０２９５

７５１００２５ ７５１００８６ ７５１０１８５ ７５１０３１７

７５１００２６ ７５１００９７ ７５１０１９２ ７５１０３３８

７５１００３２ ７５１０１０１ ７５１０１９６ ７５１０３４５

７５１００３９ ７５１０１０９ ７５１０２４４ ７５１０３５８

７５１００４４ ７５１０１１７ ７５１０２４８

７５１００４５ ７５１０１１８ ７５１０２４９

７５１００４７ ７５１０１３０ ７５１０２５７
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正 誤

�正 誤

平成３０年１月１６日付け第２９４１号愛媛県告示第５４号（道路の供用開

始（県道宇和島城辺線））中

ページ 箇 所 誤 正

２５ 表
供用開始の区間欄中 岩淵 岩渕

平成３０年２月２日 発行
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